
特定操縦技能審査員各位 

 

２０１８年１０月２４日 航空局安全課より、特定操縦技能審査時に於いて被

審査者へ直接当該資料を使い、口頭説明するように、通達がありました。 

即日実施です。 

審査員皆様のご協力を宜しくお願い致します。 

 



Ｘ

（１）リーフレットの配布及び理解促進（本文書受領次第実施）

事前調整の段階など可能な限り特定操縦技能審査を実施する前に、受審者である
操縦士に対し、リーフレットを入手するとともに内容を十分に理解しておくよう依頼
するとともに、審査終了後のブリーフィングの機会などにおいてリーフレットを受審
者に手交して同内容の十分な理解を図ること。

操縦技能審査員への通知（抜粋） 平成30年10月24日

小型航空機の運航の安全確保について

（当該リーフレットは、航空局ホームページより入手可能）
（https://safetyp.cab.mlit.go.jp/safety/15_bf_000162/）

参考資料P30～352. 通知内容

https://safetyp.cab.mlit.go.jp/safety/15_bf_000162/


（２）特定操縦技能審査における重点的な審査

航空機への着氷、シートベルト及びショルダーハーネス着用の励行並びにＥＬＴの
適切な運用と措置に関し、特定操縦技能審査において重点的に審査するとともに、
審査終了後のブリーフィングの機会においてもリーフレットを受審者に手交して
同内容の十分な理解を改めて確認すること

（特定操縦技能審査関連規程の改正を待たず実施）

操縦技能審査員への通知（抜粋） 平成30年10月24日



（１）第五回小型航空機等に係る安全推進委員会において国と
操縦士との間の一層の連携強化を図るよう指摘されている
ところ、操縦士への直接的な安全啓発や情報発信を強化す
るため、操縦士からの一層の電子メールアドレスの収集
を図る必要があることから、特定操縦技能審査の機会を
通じた電子メールアドレスの収集について改めてご協力願
います。なお、手続きの詳細については、航空局ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

（http://www.mlit.go.jp/koku/koku_tk10_000012.html）
をご確認願います。

３．その他依頼事項等

なお、操縦士以外の方で本安全情報を受け取りになりたい方は、
上記のライセンス番号に代えてご職業（所属、役職）等を記載
して頂き、氏名、電子メールアドレス、その他連絡先とともに
「hqt-kogataki@ml.mlit.go.jp」までご連絡下さい。ご連絡を
頂いた後、航空局より受信確認メールを送信致します。

※ 平成30年6月追記

操縦技能審査員への通知（抜粋） 平成30年10月24日

http://www.mlit.go.jp/koku/koku_tk10_000012.html


なお、操縦士以外の方で本安全情報を受け取りになりたい方は、上記のライセンス
番号に代えてご職業（所属、役職）等を記載して頂き、氏名、電子メールアドレス、
その他連絡先とともに「hqt-kogataki@ml.mlit.go.jp」までご連絡下さい。ご連絡
を頂いた後、航空局より受信確認メールを送信致します。※ 平成30年6月追記



３．その他依頼事項等

（２）今後の特定操縦技能審査実施細則等の改正に加えて、
平成２５年１２月２日付で雲中飛行におけるＶＦＲ飛行に
関する注意喚起及び特定操縦技能審査における理解の確認
を指示する文書を発出しているところ、当該内容について
も確実に実施願います。



航空事故調査報告書より引用



**は報告書に記載なく
確認できなかったもの

航空事故調査報告書より引用、追記

（参考）

昨年の長野防災ヘリ、
今年の群馬防災ヘリ
の事故でもELTが受信

（作動）されなかったこ
とが伝えられています



ELT信号が受信されない想定ケース

立山のセスナ172の事故調査報告によれば「不時着の衝撃
でELTアンテナが折損し、捜索救難衛星及び捜索救難機は
緊急信号を受信できなかった」 とされています。

以下は、ELTの信号が受信されない、同種状況の事例です。

固定装備ELTの場合
・不時着の衝撃で、ELTアンテナが折損。
・不時着の衝撃で、ELTアンテナケーブルが切損。
・不時着の衝撃で、ELT本体が損壊。

ポータブル搭載ELTの場合
・不時着等で搭乗者が死傷して、ELTの操作ができない。
・不時着等の機体変形等で、ELTの取り出しができない。
・不時着の衝撃でアンテナが折損。（立山事故の事例）

奥貫 博氏「最近の変更点等」H30.10.18より引用



要約版 国空航第８３８ 号 平成３０年８月３０日

航空機用救命無線機(ELT)の適正な取付・運用方法等について

新中央航空のセスナ172Pが富山から松本空港への飛行中、立山の山頂
付近に衝突し、４名が死亡した事故の調査報告によれば、搭載のELTは
正常に作動する能力があったが、マニュアルのとおりに取付・使用して
いなかったため、衝撃によりアンテナが折損し、捜索救難衛星及び捜索
救難機は緊急信号を受信できなかったとされています。 以下は、事故
調査結果を反映したELTの適正な取付・運用方法等に関する勧告です。

― 記 ―

１．航空法により、全ての飛行機及び回転翼航空機に搭載が義務付けら
れているELTは、規定に従った機能及び数量のものであること。

２．ELTが正常に作動しない場合には、遭難機又は遭難者の位置を特定
することに支障が生じ、操縦士及び搭乗者の生命を危うくするおそ
れがあることを十分に理解し、事故発生時等の衝撃によりELTが損
傷や機体から分離したり、自動型ELT を「ARM」位置ではなく、
「OFF」位置にセットして不作動となったりするようなことがない
よう、製造者マニュアルに従って、適切に取付（持込型の場合には
搭載）・使用・保守等を行うこと。

奥貫 博氏「最近の変更点等」H30.10.18より引用



ELT固定装備の例

ELT本体(後席後方胴体内)

リモート・ユニット(操縦席部に装着）
奥貫 博氏「最近の変更点等」H30.10.18より引用

アンテナ(金属製機の例）

アンテナ(羽布貼機の例）



ELTの有効活用に関する運用方法の提案
この内容は、救難捜索関連機関（海上保安庁／東京航空局RCC）
及び、国土交通省航空局運用課にお伝えし、了解を得てあります。

奥貫 博氏「最近の変更点等」H30.10.18より引用

１．何らかの理由で、不時着が避けられないと判断した場合は、
不時着に先立ち、ELTを、本体、又はリモートユニットの
スイッチにより、手動で「ON」にする。

２．山岳地帯で着氷条件の雲に巻かれる等して、遭難が避けられ
ないと判断した場合は、ELTを本体又はリモートユニットの
スイッチにより、手動で「ON」にする。

３．ELT_ON の後、不時着又は遭難等に至る事態が回避できた
場合は、直ちにELTをリセットして、管制機関に連絡する。

---------------------------------------------
提案するELTの運用方法

---------------------------------------------------
これらは、あくまでも、機長の判断と責任で実行するものです。
また、直ちに実行可能となるよう、備えておくことが重要です。
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第5章 緊急時の対処法 
//////////////////////////////////////////////////////// 

第1節  緊急時の対応 
第 1節 緊急時の対応 

1-1 緊急時における措置と緊急支援の要請 

パイロットは航行中、エンジン、操縦系統、機体構造等の損傷、燃料の欠乏、悪天候との遭遇

等、緊迫した事態が発生した際には、飛行規程や運航規程に定められている手順に従い、落ち

着いて速やかに対処するとともに、緊急事態を宣言して管制機関等から必要な支援を受けるこ

とができます。VFRで飛行中、管制機関と通信設定していない場合でも、最寄りの管制機関を

モニターする等の備えが必要です。飛行視程が悪化してきた時でも、パイロットは、よほど危

険な状態にならないと "EMERGENCY"の宣言を躊躇する傾向がありますが、これは重大な事

故に進展する恐れがあります。緊迫した事態に陥った航空機のパイロットは、自機の位置、燃

料、天候、その他の事柄に対して急に疑心を抱くものです。この時が救援を求めるタイミング

です。遭難状態あるいは事故に至ってしまう前に、緊急支援や優先的取り扱いを要求すべきで

す。  

 

パイロットはいかなる理由にせよ航行の安全上何らかの不安を抱いたならば、ただちにその状

況とパイロットの意向を管制機関に伝えて、無線通信によるアドバイス、レーダーピックアッ

プなどの支援を要請すべきです。緊急事態の宣言は、管轄している管制機関の周波数又は

121.5MHzで口頭にて伝えるほか、管制レーダーの覆域内であればトランスポンダーのコー

ドによって知らせることも出来ます。緊急コー

ドが認識されれば、レーダー管制官はターゲッ

トを追尾する等して、その後の救難捜索に役立

つ情報を与えることができます。パイロットは

緊急事態に対処するために、定められた飛行方

式や管制指示に従うことが困難な場合もありま

す。このように管制指示に反して航行せざるを

得ない場合には、緊急状態であることを管制機

関に明確に通報し、パイロット側の意向を伝え

ることが重要です。管制方式基準の緊急方式で

は、管制官は緊急事態にある航空機に対して、

コードや周波数の変更の指示は必要な場合を除

き行わないことや、エンジンの故障した緊急機

に対する指示は必要最小限に留めることになっています。 

 


